第３号様式（第11条第５項第２号）
    年    月    日
　横浜市長                    
（申請者）　
 マンション名

マンション
管理組合等名

住　　　所


代　表　者
職・氏名
（職）

（氏名） 　　　　　　　　　　　　　
連　絡　先
（電話）

（E-mail）












                                                                                                                                                
顧問導入支援申請書

横浜市マンション専門家による顧問導入支援を受けたいので、横浜市マンション専門家派遣事業要綱第11条第５項の規定により、下記のとおり申請します。
 
１　主な課題、支援を受けたい内容



２　専門家名


[bookmark: _Hlk221874257]３　支援開始希望月
　　　　年　　　月

４　過年度の申請実績
　　有、無　（有の場合の決定通知番号：　　年　　月　　日）

５　同意事項
· 横浜市マンション専門家派遣事業要綱の定めるところに従うことを承知します。
· 本制度は派遣制度の拡張枠であり、契約を伴わずに顧問に近い継続助言を受けるものとなります。
· 横浜市の要請に応じて顧問導入の効果等を回答し、市Webサイト等への掲載・啓発に協力します。
· 支援の費用は毎月定額となります。ただし会場代や印刷費等の実費は管理組合の負担となります。
· 支援内容は次のとおりとなります。




	項目
	備考

	定期相談（60分以内）
	月１回（計６回）、オンライン等でも可

	メール相談（緊急時の一次助言含む）
	月３件まで

	理事会参加（対面/オンライン）
	２回まで

	簡易レポート（A4 ２～４頁程度）
	支援終了時

	長期修繕計画の改定・積立金試算
	対象外

	工事仕様書作成・入札支援・監理
	対象外



